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　We discuss about cases of two big companies in Taiwan, and analyze the role of founder to create 
corporate culture.  In this paper, we show the unique management of loose organizations and tight 
organizations to configure ambidextrous organizations and the possibility of realizing an 
ambidextrous organization by merging two different culture companies.
要 約
　本稿は、台湾の 2 つの大手企業グループの事例を取り上げ、企業の組織文化の形成における































組んで、新しい会社を作る時、どの様に 2 つの会社の良さを両立させるか。これが本稿の第 2 の命題で
ある。






























活用した。第 3 節及び第 4 節の事例のうち、文献から引用した箇所については、引用を記し、その他は
各種インタビュー調査に基づいている。
1 ．先行研究レビュー
2 － 1 ．企業文化の形成




　本研究は Robbins and Judge （2011）の提示を踏まえ、企業文化は創業者により形成されるという観
点を仮説として議論を進める。


































































　また、Mintzburg et al. （2005）も「実現された戦略は最初から明確に意図したものではなく、行動
の一つ一つが集積され、その学習する過程の一貫性やパターンが形成される」ことを「創発的戦略」と
定義した。
2 － 4 ．「効率的経営」対「効果的経営」
　河合（1996）が指摘するように 2 つの戦略形成プロセスは優劣の問題ではなく、適材適所で使い分け
が重要であるということである。Tushman and O’Reilly （1996）は、両利きの経営の必要性を指摘し、
河合（1996）同様に市場や技術の変化の大小によって、効率的な経営と効果的な経営の使い分けが重要













　Cameron and Quinn （2011）は、tight な組織及び loose な組織文化について、図 2 - 1 の競合価値観
フレームワークのように、二つの軸で組織文化を類型化した。横軸は、右側に外的志向＆差別化、左側
に内的志向＆統合組織文化、縦軸は、上側に柔軟性＆社員意思決定の自由度、下側に安定性＆統制性を
設定している。その 2 つの軸によって形成される 4 つの文化は、統制性のヒエラルキー文化（The 
Hierarchy Culture）、競合性のマーケット文化（The Market Culture）、協調性のクラン文化（The 
Clan Culture）、創造性のアドホクラシー文化（The Adhocracy Culture）である。中でも、左下のヒエ
ラルキー文化は極端に効率的な経営と見られ、右上のアドホクラシー文化は極端に効果的な経営と見ら
図 2 - 1 　競合価値観フレームワーク













図 2 - 2 に包括的戦略形成プロセスを、 図 2 - 3 に創発的戦略形成プロセスを示した。戦略組織革新モデ
ルは図 2 - 4 のように、包括的、創発的という二つの戦略形成プロセスに対応している。
図 2 - 2 　包括的戦略形成プロセス
図 2 - 4 　戦略組織革新モデル
（出所：河合，1996『戦略的組織革新』、有斐閣）




と図 2 － 7 示すように指摘した。）
2 － 5 ．本研究の位置付け
　ここまでに示した先行研究をまとめると、 1 ．企業組織文化は創業者により形成されること、 2 ．各
学者の研究により TIGHT な組織（計画的、効率的な経営、トップダウン ･ リーダーシップとも言われ













図 2 - 5 　計画的及び創発的戦略
（出典：Henry Mintzberg, Joseph Lampel , Bruce Ahlstrand 2005, Strategy Safari： A Guided Tour Through The 





















3 － 2 ．鴻海グループの経営成果及び組織文化の特徴
　表 3 - 1 が示す鴻海グループの沿革を見ると、1990年代は鴻海の高度成長期であり、鴻海は台湾の中
小企業から、国際化した IT 系の上場企業になり、2000年頃から、鴻海は更に成長し続け、世界最大規
模の EMS 企業になった。









































　このコスト優位で、鴻海は常に世の中の大口顧客を追いかけている。図 3 - 1 に示すように、2004年
の Dell、2005年のソニー、2006年の IBM、HP、2008年のノキア、モトローラ、2012年以降のアップル
はすべて当時世界一流の企業であり、鴻海の大口顧客でもある。また、図 3 - 2 に示すように、鴻海の
商品別売上高も基本は世界の商品別景気に一致する。
　鴻海のここまでのコスト優位についての成功要因を、鴻海のホームページでは「郭台銘会長の独創的
な eCMMS というビジネスモデル」と説明している。eCMMS とは、Electronic、Component、Module、
Move、Service の略である。中でも、Component（部品）は鴻海の創業の原点であり、コネクタ、PC ケー
スなどを高品質で大量生産する能力があることである。また、一つ目の M は Module、つまり標準化し









図 3 - 2 　200₈年から鴻海の商品別売上高分析（2016、2017、201₈年は推定値）
（出所：台湾元大証券投資顧問レポート　2016年 9 月）
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　表 3 - 2 　近年鴻海の連結財務諸表概要
年度
資本金 収益（台湾元億）
（台湾元億） 売上高 売上高 営業 純利益 純利益
　 　 成長率 利益 　 成長率
1995   22.8    109 － 16.5 12.1 　
1996   35.8    139 28% 21 　 18.5 53
1997   51.2    237 71% 36.7 36.2 96
1998    73.5    399 68% 57.9 55 　 52
1999   110 　    581 46% 73.3 74.1 35
2000   145 　    978 68% 105 　 103 　 39
2001   177 　  1,539 57% 142 　 131 　 27
2002   206 　  2,578 68% 192 　 169 　 29
2003   252 　  3,715 44% 238 　 228 　 35
2004   323 　  5,416 46% 336 　 298 　 31
2005   404 　  9,118 68% 496 　 408 　 37
2006   517 　 13,204 45% 754 　 599 　 47
2007   629 　 17,027 29% 935 　 777 　 30
2008   741 　 19,505 15% 733 　 551 　 －29
2009   858 　 19,592  0% 835 　 757 　 37
2010   966 　 29,972 53% 861 　 772 　 2
2011 1,069 　 34,527 15% 828 　 816 　 6
2012 1,184 　 39,054 13% 1,085 　 948 　 16
2013 1,313 　 39,523  1% 1,093 　 1,067 　 13
2014 1,479 　 42,132  7% 1,432 　 1,305 　 22










































3 － 3 ．郭台銘の個性














































4 － 1 ．許文龍の出身と創業
　許文龍は、1928年に台南市運河側の家で生まれ、 6 歳頃父親が失業して貧困な家になってしまった。











































4 － 2 ．奇美グループの経営成果及び組織文化の特徴




















3 種類の標準化した汎用 ABS 樹脂を出した。大量生産や生産効率向上により、奇美は安価で販売できた。
表 4 - 1 　奇美の沿革
1960 会社創立、資本金200万台湾元
1965
三菱油化（現三菱化学）、三菱商事と合弁、奇菱樹脂を設立、ポリエチレン (polyethylene、略称 PE) の関連
応用製品を生産
1968
三菱油化と合弁、保利化学を設立、ポリスチレン (polystyrene、略称 PS、スチロール樹脂とも呼ばれる ) の
関連応用製品を生産
1972
経営委員会を設立、「所有と経営の分離」を実施し、会社の運営を総経理 ( 日本の会社では社長相当 ) に任せ
る
1973 台湾大企業初の従業員持株制度を実施
1976 ABS 樹脂の生産を始めた、台湾初の ABS 樹脂製造業者
1977 公益財団法人「奇美文化基金会」を設立









































































表 4 - 3 　近年奇美実業の連結財務諸表概要
年度
収益（台湾元億）
資本金　 売上高 営業利益 営業外収益 純利益
2002 141   367 36 25.4 52.4
2003 150   470 26.9 65.2 87.4
2004 156   638 57.1 65.8 110 
2005 159 2,461 150 2.74 70.9
2006 162 2,927 153 －13.7 88.3
2007 169 4,103 509 －73.2 141 
2008 173 4,263 100 －163 －14.3
2009 173 3,877 －81.5 －156 －28.9
2010 173 2,618 230 －73 86.7
2011 173 2,017 100 －115 －37.3
2012 171 1,864 65.7 －61.8 －7.92
2013 171 1,794 45.8 －70.3 －39.6
2014 170 1,518 26.4 13.9 38 
2015 170 1,311 51.5 －2.37 41.6
（出所：奇美のホームページにより著者作成）

































時には失敗しても構わない、創発的なやり方で仕事を進め、図 4 - 2 が示す好循環で、奇美グループは
成長しつつある。
























































5 － 1 ．二人の個性の比較、それぞれが企業文化に与える影響







表 5 - 1 のようになる。
　そして、創業者の全く違う個性により、鴻海グループと奇美グループも性格が全く異なる企業だと見
られる。業種、企業規模、ビジネスモデルはもちろん、企業組織文化の特徴も極端に違うと思われる。
最も重要なポイントは、鴻海は TIGHT な組織に分類され、奇美は LOOSE な組織に分類される。鴻海
グループと奇美グループの比較のまとめたものが表 5 - 2 である。






















































売上高（2015年） 4 兆4821億台湾元（約14兆7000億円） 1311億台湾元（約4300億円）
純利益（2015年） 1469億台湾元（約4820億円） 41.6億台湾元（約137億円）
資本金（2015年） 1564億台湾元（約5130億円） 170億台湾元（約570億円）





























　そこで、第 2 節の図 2 - 1 に示した、Cameron and Quinn （2011）の競合価値観フレームワークを参
照し、奇美グループの社員意思決定の自由度及び鴻海グループの統合組織文化という特徴を考えながら、
図 5 - 1 が示すように、奇美と鴻海をこのフレームワークに位置付けると、自由社風を強調する奇美は
創造性に属し、社風が厳しいと見られる鴻海は統制性に属しているといえる。

























表 5 - 3 　鴻海の従業員数統計（海外の従業員数も含む）
2014年 2015年 2016年（ 4 月末まで）
職員 160622人 154984人 153375人
作業員 740136人 675190人 540414人
合計 900758人 830174人 693789人
（出所：鴻海ホームページにより著者作成）
表 5 - 4 　奇美実業の従業員数統計（中国工場の従業員約1000人は含まない）
2014年 2015年 2016年（ 3 月末まで）
従業員数 2159人 2163人 2164人
（出所：鴻海ホームページにより著者作成）






















としている。そして、図 2 - 2 が示すように、河合（1996）が提示した包括的戦略形成の特徴を考えると、
鴻海の戦略形成プロセスは図 5 - 2 のようになる。それに対して、図 2 - 3 が示すように、河合（1996）















































鴻海のような効率的な経営を重視する TIGHT な組織（軍隊式組織）では、産業環境変化の激しい IT
製造業に適するが、ソフトパワーの必要な産業（映画制作、販売チェーン店など）には適さない。一方、
─ 121 ─

























表 5 - 6 　奇美電子と群創光電合併の歩み
1998年 8 月 奇美電子創立
1999年 7 月 奇美電子一枚目の液晶パネル産出
2002年 8 月 奇美電子上場










　図 5 - 1 が示す奇美電子の合併前後の粗利益率、純利益率の推移（2010年合併以前は奇美のデータの










た め、 群 創 と 友 達 光 電 の EBITDA（ 金 利・ 税 金・ 償 却 前 利 益：earnings before interest, taxes, 
depreciation, and amortization）及び EBITDA マージン（EBITDA を売上高で除した値）を指標にし、
両社の比較を行う。図 5 - 3 が示すように、群創と友達光電の EBITDA マージンを見ると、奇美と群
創が合併する前は、友達光電が上回ったが、合併した後、2012年以降は群創が上回ることがわかる。ま
図 5 - 1 　奇美電子と群創合併前後の粗利益率、純利益率の推移
（出所：公開情報により、著者が作成）　（2010年以前は奇美のデータを採用）
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図 5 - 3 　群創と友達光電 EBITDA マージンの推移の比較
（出所：公開情報により著者作成）　（群創2010年以前は奇美のデータを採用）
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を「 1 」にして、奇美実業の台南本部を「10」にしたら、私は廖錦祥会長時代の群創を「 8 」、段行建












表 5 - 7 　群創と友達光電の売上高及び EBITDA の金額比較（億台湾元）
群創 友達
売上高 EBITDA 売上高 EBITDA
2006 1,057 113 2,931   664
2007 1,572 271 4,802 1,464
2008 1,607 166 4,239 1,117
2009 1,647  87 3,593   663
2010 4,931 706 4,672 1,020
2011 5,101 351 3,797   280
2012 4,836 644 3,785   260
2013 4,227 886 4,164   737
2014 4,287 867 4,082   809












5 - 6 のような、包括的及び創発的戦略を兼備した、所謂両利きの組織のモデルとなった。
　この節で群創の事例分析から得られた考察結果をまとめると、以下の五つのポイントとなる。
1 ． 2006年以降液晶テレビの Commodity 化により、液晶パネル産業の経営環境が激変した為、奇美電
子は従来的なやり方では維持できなくて、鴻海グループの群創と合併せざるを得なかった。











6 － 1 ．インプリケーション
　本研究のインプリケーションを以下の 3 点にまとめる。





















































群創は、図 6 - 1 が示すように、創発を維持しながら、効率向上を進め、両利きの組織文化を活かす、
うまく行った例の一つとなった。
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